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総論 

 今般の公開草案は、産業競争力強化法に基づく「リース手法を活用した先端設

備等投資支援スキーム」(以下、本リース・スキーム)に限定した取扱いを示した

ものであり、全体として妥当な内容であると考えている。 

 

各論 

   以下の点につき、明確化をお願いしたい。 

1. ファイナンス・リースかオペレーティング・リースかの判定基準は、原則ど

おり、リース適用指針第 5項及び第 9項に従うと規定しているが（第 3項）、

一方で、本公開草案の結論の背景第 15 項では、「本リース・スキームは、･･･

我が国における一般的なリース・スキームとは異なる特徴を有することを踏

まえ、ファイナンス・リース取引に該当するか判断する」とある。この 15

項の意味は、リース適用指針第 9項及び第 94 項において、見積りの要素が

多いために設けられている、「概ね 90％」「概ね 75％」或いは「たとえば 88％」

「たとえば 73％」といった判定の考え方を緩和したものとも読めるが、そ

うであれば、本公開草案第 3項と齟齬をきたす。15 項の意味するところが

不明瞭であり、明確化していただきたい。 
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